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戦略的・総合的・機動的な
ＯＤＡに向けて

平成１８年９月

外務省
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○小泉内閣の構造改革

「小さな政府化」の流れの中で、ＯＤＡ全体（円借款、無償資
金協力、技術協力等）の効率化・機動性確保が必要

○１０～２０年後の国際環境の変化を見据えて

これからのＯＤＡを考える２つの視点

日本：少子高齢化、産業
競争力の維持が課題

中国の伸張

インド：将来の大国

米国・中国の競争と協力

東アジア共
同体の動き

テロとの闘い、貧困との闘いは基調を成す

エネルギー
安全保障
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１．日本は、新しい国際環境の中でも、平和を希求する責任ある指

導的な国家たるべし。

２．「小さな政府」 あらゆる資源を活用した外交が不可欠

３．ＯＤＡ 日本の人材、技術、資金を途上国に直接届けられる。

将来の日本を見据えた外交とＯＤＡ

ＯＤＡは戦略的な外交を行う上での最重要手段

3

①戦略不足、②コスト意識不足、③説明責任不足

ＯＤＡ批判に対する反省

「ＯＤＡの点検と改善」による１０の新たな改善措置（本年１２月）

Ⅰ．戦略性強化（選択と集中）
１．国別援助計画の拡充
２．計画に基づいた戦略的援助を具体化するための「実行指針」の導入（機動性向上）
３．有償、無償、技術協力等の援助手法間連携、「プログラム化」の推進
４．現地ＯＤＡタスクフォースによるレビューの強化
５．官民連携の一層の推進

Ⅱ．効率性向上（コスト縮減）
６．有償資金協力の調査から入札までの期間短縮
７．無償資金協力のコスト縮減数値目標の設定（分野と地域を特定）
（例：アフリカの学校建設案件において５年間で３０％以上）

８．現地仕様の設計・現地業者の積極的な活用（新しい無償資金協力手法の導入）

Ⅲ．チェック機能の強化
９．無償資金協力事後評価（第三者も参画）の導入と拡充
１０．評価に国内の大学・研究機関の幅広い参加
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テロとの闘い

（日米、Ｇ８協調）

平和構築

アジアの経験の
アフリカへの伝幡

・経済連携促進支援

・ＡＳＥＡＮ統合支援

・東アジア共同体形成支援

・海上保安（インド洋・マラッカ海峡）

・イラク、アフガン、東南アジア他

・地雷除去・小型武器 アフリカ（スーダン

等）など

・体制移行支援 アフリカ（大湖地域）など

・復興支援 イラク、アフガン、パレスチ

ナ、東ティモール、スリランカなど

・民主化支援

・生産性運動の普及

・成長を通じた貧困削減（モデル国造り）

重点課題 具体的取組

・ミレニアム開発目標達成

・人間の安全保障

・貿易を通じた開発

・感染症対策

（エイズ、マラリア、鳥インフルエンザ）

・農村開発

・環境

グローバルな課題への
日本のリーダーシップ

地域ネットワーク
支援

（特に東アジア）

・中東におけるエネルギー資源の確保
・シーレーンの安全確保

目下のＯＤＡ戦略

エネルギー・
資源の安定
確保

３
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１．総理の下、閣僚レベルの「海外経済協力会議」を設置

総理大臣

官房長官 外務大臣 財務大臣 経済産業大臣

２．外務省の企画立案能力を強化
外務大臣

国際協力企画立案本部

国際協力局 総合外交政策局 地域局
経済協力局

国際社会協力部

開発関係 国連行財政
関連

３．円借款、無償、技術協力の実施をＪＩＣＡにて一元化
＜現状＞ ＜改革案＞

国際金融 円借 技協 無償 国民・中小・農林 国際金融 円借 技協 無償

＜新政策金融機関＞ ＜新JICA＞＜JBIC＞ ＜JICA＞ ＜外務省＞
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➣進捗するＯＤＡ改革、新たなＯＤＡ推進体制の発足
✓政府一体となった着実な取組
✓ＯＤＡの各手法間、二国間援助と国際機関を通じた援助、ＯＤＡとＯＯＦ等の連携

➣外交課題と連携した戦略的ＯＤＡの実施
✓例えば、地域ネットワーク支援
✓例えば、「テロとの闘い」、平和構築
✓例えば、アジアの経験のアフリカへの伝播
✓例えば、エネルギー・資源の安定確保

➣日本発のコンセプトの普及（「経済成長を通じた貧困削減」、「人間の安全保障」など）

➣我が国の国際公約の着実な実施
✓2008年のＴＩＣＡＤIVやG8サミット（日本議長国）を見据えて

新たな政府内体制の確立により、上記の課題により効果的に対応新たな政府内体制の確立により、上記の課題により効果的に対応

成果を踏まえ、以下の取組の推進が必要成果を踏まえ、以下の取組の推進が必要


